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Ⅰ 中央教育審議会におけるこれまでの検討状況 

「法科大学院教育の更なる充実に向けた改善方策について（提言）」 

（平成 24年 7月 19 日 中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会） 

 

 

 

「法学未修者教育の充実方策に関する調査検討結果報告」 

（平成 24年 11月 30日中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会法学未修者 

教育の充実のための検討ワーキング・グループ） 

＜法科大学院全体を通じた厳格な到達度判定の仕組みの検討＞ 

法科大学院については、修了生、特に法学未修者の司法試験合格率が低迷していることから、

その修了生の質の保証が強く求められているが、上記のとおり、法学未修者の３年間の学修の進

み方には個人差があると同時に、この教育課程を経ても、なお法曹に共通して必要とされる水準

にまで至らない学生も少なくない。 

そこで、法学未修者に対する教育の質保証の観点から、３年間の教育課程の充実はもとより、

その教育を通じ、将来の法曹として求められる法学的な素養や法的思考力等をどの程度修得でき

たのかを教育課程の各段階で客観的に把握し、その後の教育指導に活かすことが重要である。 

さらに、法学未修者が学ぶ３年間の教育課程における２度の進級判定の在り方を抜本的に見直

し、学修の到達度を客観的に把握するとともに、次の年次に進級し、新たな学修に取り組むこと

が適当かどうかを厳格に認定することができる新しい体系的な仕組みの導入を検討する必要が

あると考える。 

 

（次ページに続く） 

 

＜法学未修者教育の充実方策の実施＞ 

現状において、制度全体として法学未修者の教育に課題があることは明らかである。一方で、

法学未修者教育において着実な成果を上げている法科大学院も存在することから、こうした法科

大学院における法学未修者教育についての優れた取組の共有化を図ることが必要である。 

 また、各法科大学院が共通的な到達目標モデルを踏まえたカリキュラム策定を行うよう、引き

続き促していくことが必要である。さらに、社会人等の多様な人材の法科大学院での学修を支援

するため、夜間開講や 3年を超える教育課程を設定することができる長期履修制度の活用を促進

するとともに、法科大学院での学修の準備として入学前に法的知識・考え方の基礎などを学べる

ようにするための取組を促進することが適当である。 

 このような法科大学院の取組を支援するためにも、入学者選抜において法学未修者の適性を適

切に把握する機能の強化、法学未修者コースに入学する非法学部出身者の教育期間の在り方に関

する研究、法学未修者に対する効果的な授業の進め方など教育手法の確立、入学前の法学未修者

用の教材開発など、法学未修者教育の充実方策について多面的に検討する必要がある。 

 このため、本特別委員会の下に新たなワーキング・グループを設置して集中的に検討する体制

を構築することが必要である。 
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法学未修者１年次については、公法系・民事系・刑事系の基本的な法律である憲法・民法・刑

法といった法律基本科目をより重点的に教育することで、その基礎・基本の修得の徹底を図る（具

体的な改善内容は後述（２））とともに、２年次への進級に当たっては、法学未修者の中に法的

な考え方等になじめない者が一部存在する可能性があることも踏まえ、２年次以降の教育課程に

おける学修への適性等を判定するため、憲法、民法、刑法等の基礎的な学識や法的思考力を客観

的かつ厳格に評価することが必要である。特に、２年次からは法学既修者も受講する授業を学ぶ

ことになることから、各学生は、進級に当たり、１年間の学修到達度を確認し、その後の学修に

つなげることも期待される。 

このため、法科大学院教育全体の質保証を図るという観点から、「共通到達度確認試験（仮称）」

の導入など法科大学院が共通して客観的かつ厳格に進級判定を行う仕組みの構築を検討するこ

ととする。なお、この仕組みを全法科大学院共通で実施することを念頭において構築することに

よって、個々の法科大学院間に差が生じている現状や学生数が著しく少ない法科大学院が増加し

つつある現状の中で、学生は全国規模の比較の中で自らの学修到達度を把握することも可能とな

り、各法科大学院の教育内容の改善はもとより、各学生の学修促進にも資するという利点がある

と考えられる。 

また、多くの法科大学院では、２年次において、憲法、民法、刑法、民事訴訟法、刑事訴訟法、

商法、行政法などの法律基本科目等に関して大学院レベルの高度な知識・能力の修得を目指した

双方向の授業によるカリキュラムを組んでいるところである。 

そして、３年次は、これら法律基本科目の修得をベースとして、例えばエクスターンシップや

リーガルクリニックなど実務に関する体験的学修や、法曹実務・企業法務等において求められる、

より発展的な学修をすることとなっている。 

このため、２年次から３年次への進級に当たっては、各大学におけるカリキュラムの編成や法

学未修者の学修の進み方に関する個人差を考慮すれば、画一的な方法による実施はふさわしくな

いと考えられるものの、その後の発展的な学修に取り組むために必要となる法的な知識を活用し

て課題を解決する能力が確実に修得できているかどうかを客観的かつ厳格に判定することがで

きる仕組みの導入を検討することが重要である。 

上記の到達度判定の仕組みを導入するに当たっては、２年次あるいは３年次以降、予定通り標

準修業年限での修了を目指して通常の教育課程を進むのか、それともより時間をかけて学修する

方向に転換するのか、各学生の適性・能力等に応じて法科大学院在学中でも「長期履修コース」

への転換を可能とするなどの柔軟な対応を検討することが求められる。その際、長期履修制度に

対応した（独）日本学生支援機構の有利子奨学金が活用されるよう各法科大学院において周知に

努める必要がある。 

また、法学未修者は、法科大学院への入学者選抜の段階では法学の基礎的な学識は問わずに入

学が認められている者であることを踏まえ、進級判定の更なる厳格化を推進することとあわせ

て、個々の学生の法学に対する適性の有無や本人の希望等に応じて、法曹以外への進路の途中変

更もより円滑に行える仕組みについても別途検討することが求められる。 

なお、在籍学生の進級判定に関する最終的な判断は各大学が行うものであり、上記の仕組みに

ついても、各大学の判断でその活用の程度などが決められるよう制度設計することが必要であ

る。 

その際、進級判定の客観性及び厳格性が確保されることで法科大学院制度の全体としての信頼

性を高めるとともに、学生にとっても全国規模の比較の中で自らの学修到達度を把握することが

可能となる利点があることから、各法科大学院が「共通到達度確認試験（仮称）」を活用した進

級判定の更なる厳格化の取組に主体的に参加することが期待される。 
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「法科大学院教育の抜本的かつ総合的な改善・充実方策について（提言）」 

（平成 26年 10 月 9日 中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会） 

Ⅲ 今後取り組むべき改善・充実方策 

２．教育の質の向上について 

（１）法曹として不可欠な基本的知識・理解の修得の徹底について 

・   法学未修者に対して、法曹として共通に必要となる法律基本科目を確実に修得させるため、

国においては、法学未修者について追加が認められている配当年次の拡大やその単位数の更な

る増加を可能とするなどの法令の運用の見直し及び明確化を行っており、各法科大学院は、こ

れを活用するなどして、法学未修者にとって最適と考えられる教育カリキュラムを編成するな

ど、法学未修者教育の充実を図ることが必要である。 

・   また、法曹に必要となる法的な知識や思考力等は、全ての法科大学院の学生が修得すること

を求められるものであることから、法学未修者はもとより法学既修者をも対象として、各法科

大学院が客観的かつ厳格に進級判定を行い、学生に対する学修・進路指導の充実を図る基礎と

なるとともに、学生自身においても全国レベルでの比較の下で自己の学習到達度を自ら把握し、

学修の進め方等を見直すことを可能とする共通の仕組みとして、共通到達度確認試験（仮称）

の導入を推進するため、本年度中の試行実施に向け、各法科大学院は国と連携・協力してこれ

に積極的に取り組むことが必要である。その際、関係閣僚会議決定にあるとおり、共通到達度

確認試験（仮称）の結果に応じて司法試験の短答式試験を免除することをも想定して、その制

度設計・実施についての検討が着実に進められることを期待する。 

・  さらに、法曹として不可欠な基本的知識・理解を身に付けさせるため、法科大学院における

司法試験問題等を適切に活用した指導の在り方について改めて周知を図るとともに、法科大学

院を修了して法曹として活躍している若手実務家等に学修指導の上で協力を得ることも有効だ

と考えられる。 

Ⅳ 法科大学院教育と司法試験・司法修習との有機的な連携の在り方 

（１）司法試験及び司法修習との関係 

 ○ 法律実務家として活躍する際に法科大学院での学修成果をより一層活用できるよう、司法試験

の在り方については法科大学院の教育内容を踏まえて改善を図っていくことが必要である。 

 ○ したがって、法科大学院の学生が在学期間中に司法試験受験対策に傾注することなく、その過

程の修得に専念できるよう、上述のⅢ．２．（１）に記載した共通到達度確認試験（仮称）の結

果に応じて司法試験の短答式試験を免除するなど、司法試験科目や試験内容の在り方を検討する

ことが望ましいと考えられる。 

 ○ また、実務教育については、従来、法科大学院と司法修習との役割分担の下で実施されてきて

いることから、引き続き、プロセス養成の理念を踏まえ、両者の連携をより一層図っていくこと

が望ましいと考えられる。 

 

 

 

3 



 

Ⅱ 政府全体における検討状況 

「法曹養成制度改革の推進について」（平成 25 年 7月 16 日 法曹養成制度関係閣僚会議） 

 

 

 

「法曹養成制度検討会議取りまとめ」（平成 25 年 6月 26 日 法曹養成制度検討会議） 

 

第３ 法曹養成制度の在り方 

２ 法科大学院について 

  (2) 教育の質の向上・法学未修者の教育 

・ 法学未修者は，入学選抜段階で法学の基礎的な学識を有するとの認定を受けていない者である

から，基本的な法律科目を重点的に教育し，基礎・基本の習得の徹底を図るとともに，その到

達度を，教育課程の各段階に応じて客観的に判定する仕組みが必要である。 

    特に，学修の出発点である１年次においては基本的な法律科目の修得を徹底し，２年次以降は

法学既修者も受講する授業を受けることになることから，進級に当たり厳格な到達度判定を行

う必要がある。そこで，法科大学院が共通して客観的かつ厳格に進級判定を行う仕組みとして

，平成２４年１１月３０日付け中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会法学未修者教

育充実のためのワーキング・グループ報告で提言されている「共通到達度確認試験（仮称）」の

導入を，その具体的内容が上記報告の趣旨に沿うものとなるよう配慮しつつ，早期に実現する

ことを目指す。 

（次ページに続く） 

第４ 法曹養成制度の在り方 

２ 法科大学院について 

(3) 文部科学省において、中教審の審議を踏まえ、法学未修者の教育の質の保証の観点から法科

大学院が共通して客観的かつ厳格に進級判定を行う仕組みとして、「共通到達度確認試験（仮称

）」の早期実現を目指すとともに、これを既修者にも活用できるものとしての基本設計・実施に

ついて、２年以内に検討を行う。 

      また、閣僚会議の下で、上記文部科学省及び中教審の検討を踏まえながら、「共通到達度確認

試験（仮称）」の法律基本科目の試験について、その結果に応じて司法試験の短答式試験を免除

することを想定して、その制度設計・実施についての検討を２年以内に行う。 

      文部科学省は、これらの検討を受けて、５年以内に試行を開始することを目指して「共通到

達度確認試験（仮称）」の実施準備を行う。 

  (4) 文部科学省において、法学未修者が基本的な法律科目をより重点的に学ぶことを可能とする

ための仕組みの導入を１年以内に検討し、実施準備を行う。 
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・ 共通到達度確認試験（仮称）については，法学未修者が，その学ぶべき内容（例えば共通的な

到達目標）の達成度を確認でき，自らの学修成果を客観的に把握することでその後の学修に活

かせるようにするとともに，法科大学院が学生に対する指導の際の参考資料とすることができ

るものとして構築する。さらに，第４で述べる新たな検討体制において，これを法学既修者に

も活用できるものとして整備することを検討し，その際には，法律基本科目の試験について，

その結果に応じて司法試験の短答式試験を免除することを想定して適切に制度の整備を進める

べきである。その際，３(2)で検討する司法試験の短答式試験の科目削減等との関係も考慮する

べきである。なお，共通到達度確認試験は，あくまでも法科大学院における学修の達成度を確

認するためのものであり，司法試験における短答式試験そのものを前倒しするものではない。 

・ また，法学未修者のうち特に社会人や法学部以外の学部出身者に対する教育の充実は，法曹の

多様性を確保する観点から重要であるため，法律基本科目をより重点的に学ぶことを可能とす

るためのシステムの改善を検討するとともに，現在優れた法学未修者教育を実施している法科

大学院については，それらを更に充実させる取組が必要である。 
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